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重点テーマ、自工会との連携強化
取引適正化の取り組み
基準適正化（SSA：Smart Standard Activity）の取組み
第10次環境自主行動計画
カーボンニュートラル（CN）に向けた取り組み
サーキュラーエコノミー（CE）に向けた取り組み
環境に対する取り組み～化学物質規制～
オープンイノベーション（OI）に向けた取り組み
デジタルの取り組み
SDV（Software Defined Vehicle）、サイバーセキュリティ対策
基準認証及び人材育成の取り組み
レジリエンスへの対応
海外事業支援

JAPIAポータルでは、
①会員情報システムの構築
②JAPIA会員専用ホームページ拡充 
による活動内容の見える化により、WEB上で自
社情報の一元管理ができるようになりました。
また、会議資料、調査情報の閲覧・回答等も
WEBサイトからできるようになります。

JAPIAポータルをご活用ください！
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はじめに

2026年5月
一般社団法人 日本自動車部品工業会

会長　齋藤 克巳

　昨今、国際情勢は不確実性を増し、米国の関税措置、輸出管理規制、中東情勢などが事業運営に
影響を与えています。自動車産業では、電動化の急速な進展、SDV（ソフトウェア・デファインド・ビ
ークル）・自動運転技術開発の激化、新規プレイヤーの台頭がグローバルサプライチェーンを変革し、
国際競争環境を厳しくしています。加えて、米欧でのBEV販売鈍化は自動車メーカーの収益を圧迫し、
開発計画や事業計画の見直しが迫られています。 
　国内に目を移すと、少子高齢化や自動車および製造業離れによる製造現場の労働力不足が深刻化し
ており、働き方改革や外国人材の活用が喫緊の課題です。またサプライチェーンの共存共栄のため、
中小受託取引適正化法に基づく取引適正化や受注者・発注者双方が納得のいく協議を経た価格転嫁が
求められます。政府の掲げる GX（グリーントランスフォーメーション）政策の中核を担う自動車産業は、
2050年カーボンニュートラルに向けた電動化加速と、ソフトウェア中心のSDVへの構造変革に直面し
ています。このような環境下、日本経済を牽引する基幹産業としての役割を担う自動車産業はスピード
感をもった様々な課題解決が求められる状況です。
　日本自動車部品工業会（部工会）は、サプライチェーンを守り、強靭化を図るべく、適正取引の推進
と競争力向上のための施策に取り組んでまいりました。一昨年よりはじまった日本自動車工業会（自工会）
との連携も時を追うごとにより強固なものとなり、両会の正副会長から委員長、部会長、実務レベルに
至るまで、様々な階層で、横断的に、多岐にわたる協力関係を築くことができております。
　適正取引の推進においては価格転嫁や商習慣の見直しに注力し、個社では対応が難しい業界課題の
解決を加速させております。競争力向上においてはSSA（Smart Standard Activity…基準適正化活
動）の浸透を図るべく自動車メーカー14社と部品サプライヤーが一堂に会す「合同即断即決会」を開催し、
これまでSSAに取り組んだことのない会員企業が活動の一歩を踏み出せるよう、自工会と連携しSSA
推進宣言を発出いたしました。今後は部品単位での外観品質ガイドラインを拡充するなど引き続き産業
全体の競争力を高めるため取り組んで参ります。また労働力不足の課題に対しては日本自動車車体工業
会（車工会）にも加わっていただき、自動車工業３団体で自動車部品分野の特定技能追加を進めるなど、
会員企業に限らずサプライチェーン全体にとって有益となる活動を進めております。
　今後も引き続き環境変化と不確実性の高まりを前提とした事業運営が求められる中、自工会はこれま
での延長線上では日本の自動車産業が国際競争に勝てなくなるという強い危機感の下、「新7つの課題」
を設定されました。部工会としても会員の皆さまと共にこの危機意識を共有し、他産業や政府と連携し
た競争力向上に努めます。 特に、自工会との連携を更に強めるとともに、部工会として機動的な組織運
営を図ってまいります。
　本誌では、自動車部品産業の統計とともに、昨年度の部工会の主要活動を紹介しております。日本
の自動車サプライチェーンは長年に亘る高い技術力を誇ります。これを更に磨き上げ、国際経済や自動
車産業の大きな転換の中で必要な変革を図り、国際競争に勝ち続けていけるスピードと付加価値、コス
ト競争力を上げていかなければなりません。
　部工会は、自工会、政府、素形材団体、産業労働組合との連携を深め
「協働」により諸課題解決に臨みます。また、日本の強みである広く・深い
サプライチェーン全体に諸活動を「浸透」させることで、国際競争力の向上
を図ってまいります。 会員の皆様が未来に希望を持てるよう、この「協働
と浸透」を胸に、全力を尽くす所存です。



　経済産業省の「2024年経済構造実態調査」によると、自動車関係の出荷額71.5兆円（19.2％）となって
おり、そのうち自動車は、29.6兆円（7.9％）、自動車部品は、41.0兆円（11.0％）となっている。
　自動車部品は上記以外に、ばね、ガラス、タイヤ、ねじ、ボルトなど他の統計分類に計上されているも
のがあり、広い意味での自動車部品の出荷額はここに示されている数値より大きくなる。

自動車部品産業の位置づけ

自動車部品産業の位置づけ

自動車部品産業の位置づけ（単位：兆円）

自動車製造業
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全製造業

2023年の主要製造業の製造品出荷額等
（単位：億円）

（単位：兆円）

資料：2024年経済産業省「経済構造実態調査」

鉄鋼
6.4％
238,345

金属機器
4.7％
173,984

非鉄金属
3.6％
132,914

全製造業
37,323,883

2014年

22.6

30.7

0.6

53.9

17.7%

305.1

2015年

23.5

33.6

0.6

57.7

18.4%

313.9

2016年

24.5

33.1

0.7

58.3

19.3%

302.1

2023年

29.6 

41.0 

0.9 

71.5 

19.2%

373.2

2022年

24.9 

36.9 

0.8 

62.7 

17.4%

361.7

2021年

20.8 

34.7 

0.8 

56.3 

17.1%

330.2

2020年

21.9 

30.6 

0.7 

53.2 

17.6%

302.0

2019年

24.3

35.0

0.7

60.0

18.6%

322.5

2018年

25.4

36.1

0.7

62.2

18.8%

331.8

2017年

25.6

35.0

0.7

61.3

19.3%

317.2

自動車部品産業の位置づけ

自動車車体・附随車製造業

その他
30.8％
1,148,498

化学
8.9％
333,845

一般機器
12.1％
453,405

電気機器
12.1％
452,977

輸送用機器その他
2.2％
82,425

自動車車体
0.3％
9,608

自動車部品
11.0％
410,183

自動車
7.9％
296,199

輸送用機器
（自動車関係＋その他）

21.4％
789,415

自動車関係
（自動車＋自動車部品
＋自動車車体）
19.2％
715,990

その他
2.2％
82,425
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自動車部品産業の位置づけ（従業員数）

2023年度事業所数

2023年度従業員数

資料：経済産業省「経済構造実態調査」

資料：経済産業省「経済構造実態調査」

（単位：人）

（単位：事業所数）自動車部品産業の位置づけ（事業所数）

全製造業
7,554,768

全製造業
218,463

自動車車体・附随車製造業
0.33%
24,763

化学
5.27%
398,040

その他
40.74%
3,078,050

金属製品
7.97%
602,242

鉄鋼
2.88%
217,804

一般機器
16.6％
36,327

一般機器
15.84％
1,196,439

電気機器
7.2％
15,785

電気機器
13.58％
1,026,116

化学2.6％
5,641

鉄鋼2.3％
5,075

自動車部分品・附属品製造業
3.3%
7,192

自動車部分品・附属品製造業
8.72%
658,909

非鉄金属1.4％
3,069

非鉄金属1.96％
147,873

金属製品
13.9%
30,368

その他
52.5%
114,630

自動車車体・附随車製造業
0.1%
273

自動車製造業（二輪自動車を含む）
2.71%
204,532

自動車製造業（二輪自動車を含む）
0.05%
103
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　部工会の会員会社の自動車部品出荷動向の合計である。2019年度の世界的な新型コロナウイルスの感
染拡大の影響により、2020年度にかけて出荷額が大きく落ち込んだ後、回復傾向にあるが2024年度は若
干減少に転じている。

自動車部品メーカーの出荷動向

資料：日本自動車部品工業会　自動車部品出荷動向調査
　　 （当会正会員企業の自動車部品出荷動向を調査・集計）

資料：日本自動車部品工業会　自動車部品出荷動向調査
　　 （当会正会員企業の自動車部品出荷動向を調査・集計）

①自動車部品出荷額の推移

②資本金規模別出荷額 （単位：百万円）

資本金規模

100億円超

50億円超～100億円以下

20億円超～50億円以下

10億円超～20億円以下

 5億円超～10億円以下

 3億円超～5億円以下

 1億円超～3億円以下

1億円以下

合　計

11,167,307

58.4%

2,956,438

15.5%

2,137,430

11.2%

551,553

2.9%

294,495

1.5%

1,112,493

5.8%

268,220

1.4%

632,537

3.3%

19,120,473

100.0%

12,000,498

60.9%

2,639,606

13.4%

2,170,933

11.0%

546,975

2.8%

379,950

1.9%

1,070,444

5.4%

229,739

1.2%

668,331

3.4%

19,706,476

100.0%

12,119,001

59.3%

2,767,562

13.5%

2,209,278

10.8%

467,287

2.3%

474,694

2.3%

1,501,540

7.3%

221,478

1.1%

668,851

3.3%

20,429,691

100.0%

16,000,000

17,000,000

18,000,000

19,000,000

20,000,000

22,000,000

21,000,000

（百万円）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2024年度2023年度2022年度2021年度2020年度

2015年度

出荷額

構成比

2016年度

出荷額

構成比

2017年度

出荷額

構成比

11,865,224

57.3%

3,235,737

15.6%

2,031,808

9.8%

272,999

1.3%

357,281

1.7%

1,045,743

5.1%

292,602

1.4%

1,605,697

7.8%

20,707,091

100.0%

11,114,174

62.1%

2,213,675

12.4%

1,228,913

6.9%

428,652

2.4%

530,266

3.0%

1,415,325

7.9%

189,986

1.1%

775,229

4.3%

17,896,220

100.0%

2024年度

出荷額

構成比

12,688,548

59.8%

2,808,946

13.2%

1,439,847

6.8%

288,953

1.4%

395,906

1.9%

1,935,224

9.1%

207,573

1.0%

1,462,485

6.9%

21,227,482

100.0%

2023年度

出荷額

構成比

11,466,395

58.7%

2,442,921

12.5%

1,567,060

8.0%

410,182

2.1%

616,153

3.2%

1,838,402

9.4%

221,024

1.1%

974,488

5.0%

19,536,625

100.0%

2022年度

出荷額

構成比

2021年度

出荷額

構成比

10,642,068

62.9%

2,199,258

13.0%

1,159,065

6.8%

409,839

2.4%

388,172

2.3%

1,332,019

7.9%

154,624

0.9%

640,398

3.8%

16,925,443

100.0%

2020年度

出荷額

構成比

10,741,890

57.3%

2,689,706

14.3%

2,145,740

11.4%

367,941

2.0%

422,545

2.3%

1,452,602

7.7%

237,552

1.3%

691,079

3.7%

18,749,055

100.0%

2019年度

出荷額

構成比

11,284,647

57.4%

2,841,989

14.5%

2,245,106

11.4%

470,560

2.4%

424,878

2.2%

1,531,314

7.8%

252,207

1.3%

608,404

3.1%

19,659,105

100.0%

2018年度

出荷額

構成比
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2019年10月
消費増税（8％→10％）

2019年12月～
新型コロナウイルスの

感染拡大



資料：日本自動車部品工業会　自動車部品出荷動向調査   
　　 （当会正会員企業の自動車部品出荷動向を調査・集計）

資料：日本自動車部品工業会　自動車部品出荷動向調査   
　　 （当会正会員企業の自動車部品出荷動向を調査・集計）

（注）従業員数：自動車関連従業員数で、各社の総従業員に自動車部品比率を乗じた値

③従業員規模別出荷額 （単位：百万円）

④需要先別出荷額（2024年度）

従業員規模

2,000人超

1,001人～2,000人

501人～1,000人

301人～500人

101人～300人

100人以下

合　計

15,200,222

73.4%

2,109,756

10.2%

1,697,332

8.2%

920,234

4.4%

489,382

2.4%

290,164

1.4%

20,707,091

100.0%

12,582,321

65.8%

2,775,441

14.5%

2,120,442

11.1%

902,827

4.7%

620,866

3.2%

118,576

0.6%

19,120,473

100.0%

13,121,431

66.6%

2,960,816

15.0%

1,937,576

9.8%

896,688

4.6%

656,089

3.3%

133,876

0.7%

19,706,476

100.0%

13,726,345

67.2%

2,827,847

13.8%

2,205,355

10.8%

1,019,384

5.0%

535,058

2.6%

115,702

0.6%

20,429,691

100.0%

2024年度

出荷額

構成比

14,927,299

70.3%

2,573,344

12.1%

2,029,047

9.6%

972,961

4.6%

636,086

3.0%

88,745

0.4%

21,227,482

100.0%

2023年度

出荷額

構成比

12,877,650

65.9%

2,564,288

13.1%

1,995,283

10.2%

1,175,742

6.0%

796,685

4.1%

126,977

0.6%

19,536,625

100.0%

2022年度

出荷額

構成比

12,194,010

68.1%

2,203,734

12.3%

1,821,043

10.2%

945,330

5.3%

635,491

3.6%

96,612

0.5%

17,896,220

100.0%

2021年度

出荷額

構成比

11,302,078

66.8%

2,460,572

14.5%

1,724,295

10.2%

775,154

4.6%

561,275

3.3%

102,069

0.6%

16,925,443

100.0%

2020年度

出荷額

構成比

12,263,825

65.4%

2,981,587

15.9%

1,859,890

9.9%

979,359

5.2%

563,167

3.0%

101,227

0.5%

18,749,055

100.0%

2019年度

出荷額

構成比

2015年度

出荷額

構成比

2016年度

出荷額

構成比

2017年度

出荷額

構成比

13,316,773

67.7%

2,616,180

13.3%

2,044,738

10.4%

1,005,440

5.1%

565,502

2.9%

110,473

0.6%

19,659,105

100.0%

2018年度

出荷額

構成比
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国内自動車メーカー向
組付
56.1% 

海外自動車メーカー向
組付
11.4% 

国内自動車メーカー向
補修
1.0% 

海外自動車メーカー向
補修
0.3% 

国内部品メーカー向
13.2% 

海外部品メーカー向
7.7% 

車体メーカー向
2.4% 

部販・共販向
0.4% 

国内直接市場向
1.2% 

海外直接市場向
1.0% 

二輪車用
国内組付
0.7% 

二輪車用
海外組付
0.4% 

二輪車用
国内補修
0.0% 

二輪車用
海外補修
4.2% 

その他
10.4% 



　世界の新車販売台数は、2019年度から2020年度にかけて新型コロナウイルス感染症の世界的流行によ
り、販売台数が減少した。2021年度は前年度の反動で一時需要が伸びたが海上輸送の停滞や半導体の供
給不足により、通年では前年比マイナスとなった。2022年度は各国の物価上昇に対する金融引き締めが行
われたものの自動車の需要は底堅く推移し、半導体不足の緩和もあって、5年ぶりに前年度比増に転じた。
2023年度は世界的な経済回復の影響で、販売台数は9,000万台を超え、前年度を上回った。2024年度
の販売台数は前年度を上回ったものの、伸び率は低下した。背景には、2023年の半導体不足解消に伴う
需要拡大の反動に加え、世界経済の減速による新車需要の鈍化がある。
　日本の新車販売台数は、エコカー減税の基準引き上げの影響等で2015年度は500万台を下回ったが、
その後2018年度まで増加傾向にあった。2019年度から新型コロナウイルス感染症や半導体供給不足の影
響で減少が続いたが2022年度には回復に転じ、2023年度もその傾向が続き、前年度を上回る水準とな
った。2024年度は、年度前半に発覚した一部自動車メーカーによる認証不正問題の影響で、国内生産が
減少した。後半には生産体制の回復に加え、主要メーカーの新型車投入が追い風となり、新車販売台数は
４か月連続で前年を上回るなど回復基調に転じた。しかし、前半の落ち込みを完全に補うまでには至らず、
通期では2023年度比で微増にとどまった。

新車自動車販売台数
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※集計は年度（4月～3月）ベース

■日本の新車販売台数の推移

年度

世　界

日　本

（単位：千台）

2015年度

87,532

4,930

2016年度

91,814

5,069

2017年度

93,231

5,189

2018年度

91,271

5,253

2019年度

83,550

5,035

2020年度

80,935

4,653

　　　　2024年度

93,462

4,569

　　　　2023年度

90,077

4,523

2022年度 

80,149

4,382

2021年度

78,960

4,213

■世界の新車販売台数の推移
（単位：千台）

（単位：千台）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2023年度 2024年度2021年度 2022年度

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2023年度 2024年度2022年度2021年度
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　売上高は新型コロナウイルス感染症の影響が出始めた2019年度まで、海外需要の拡大に合わせて増加
傾向にあった。営業利益は2017年度まで各社の生産合理化や操業度差益等により、増益傾向であったが、
2018年度は諸資材高騰や中国経済の減速、2019年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、2期連
続で対前期マイナスとなった。
　2021年度以降、売上高・営業利益共に回復傾向が続き2023年度の売上高は半導体不足の緩和拡大や
円安による為替効果により、売上高は30兆円を超えた。2024年度の売上は、引き続き円安効果があるも
のの客先の減産影響により、昨年度からほぼ横ばいの見通し。一方で営業利益率は、原材料価格・輸送
費・エネルギー価格等の価格転嫁の進展、合理化などの経営改善により、2020年度以降の改善ペースを
維持するものの、コロナ禍前の水準には届かない見通し。2025年度は、米国の関税政策を巡る先行き不
透明感のなかで始まった。売上高は、主要顧客の動向によって増収と減収の二極化が進んだものの、全体
では対前年度比で微増となった。営業利益は、経営の合理化や構造改革の進展により、こちらも対前年度
比で微増を確保した。
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年度

売上高

営業利益

2015年度

272,261

16,104

2016年度

258,532

16,462

2017年度

271,292

18,437

2018年度

273,166

14,682

2019年度

256,132

7,071

2020年度

219,440

7,507

2021年度

242,944

11,215

2025年度

308,799

17,124

2024年度

307,438

16,910

2023年度

309,327

15,601

2022年度

275,783

11,245

（単位：億円）

経営動向（経営動向調査対象企業の集計・分析）

■売上高と営業利益の推移
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　2024年は対前年比▲3％。（国内生産は横ばい、輸出は▲11％、海外生産は▲3％）。
■日系自動車メーカーの生産台数

　2024年は前年比微増、２年連続で回答した企業に限定して比較すると▲２％。実質的には減少傾向が継続。
■部工会会員企業の海外生産機能法人数　推移（日本を除く全世界）

出所：日本自動車工業会

出所：部工会　海外事業概況調査（メキシコは北米に含む）
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1,648万台

442万台

422万台

1,500

3,000

自動車部品メーカーの海外展開
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アセアン ＋18

計＋40

29％→30％

中　国　＋6 26％→26％
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欧　州　＋1 10％→10％
南　米　＋2 4％→4％
その他　＋1 6％→6％

対前年
増減実数
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（万台）
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■海外生産機能法人数　対前年変動上位国・地域

■生産機能法人の全従業員数推移

出所：部工会　海外事業概況調査（メキシコは北米に含む）

出所：部工会　海外事業概況調査
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対前年増減
実数（千人）1,333

1,288
1,329

1,493
1,576

1,475
1,422

1,279

958
904

848

646662

523490505483
560579

430

計▲41

23→24年
構成比

全回答企業（対前年比）

２年連続回答企業（対前年比）

北米

▲1％

▲2％

欧州

＋3％

▲5％

アジア

▲6％

▲6％

うち中国

▲14％

▲13％

うちインド

＋2％

＋2％

合計

▲3％

▲4％

その他

＋1％

±0

南米

＋10％

＋11％

うちアセアン

▲4％

▲5％

北　米  ▲2　 22％→22%



0%

50%
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2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

日系自動車メーカー向け

他自動車メーカー向け

部品メーカー向／補修用
日本向け

第三国向け

〈海外から日本への自動車部品輸入額  地域別〉〈日本から海外への自動車部品輸出額  地域別〉

　財務省貿易統計で、品名に「自動車用」や「車両用」などの記載があるものの輸出入推移は次の通り。
■自動車部品の輸出・輸入（2025年）

　売上高は４年連続で過去最高を更新し、25.8兆円、ただし前年比1.7兆円増のうち、為替の影響が1.5兆円。
■部工会会員企業による生産法人　売上高の推移

　当該国内向け構成比が82.4%→83.1％と微増。日本向け輸出の比率が6.6%→6.0%に減少。
■海外生産機能法人からの仕向け先別比率

出所：財務省　貿易統計（メキシコは北米に含む、EUは2019年までは28か国、2020年以降は27か国）

出所：部工会　海外事業概況調査（メキシコは北米に含む）

出所：部工会　海外事業概況調査（メキシコは北米に含む）
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部工会会員による日本国内の出荷額　海外向け　国内向け　 部工会会員による海外生産機能法人売上高

当該国内向け 輸出向け
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　日系自動車メーカーの日本からの輸出台数、現地生産台数、日本からの部品輸出額について、2020年
から5年間の変化を整理した。中国では、2023~24年に現地生産台数が大きく減少、部品輸出額も減少した。
米国では、現地生産台数は横並び、部品輸出額は伸びている。

　会員の中国及び米国での現地売上高、従業員数の推移は下図の通り。ただし２年連続で回答した企業に限
って比較すると、為替の影響を除いた売上高は中国▲９％、米国▲７％、従業員数は中国▲13％、米国▲３％。

　会員の現地の生産機能法人数は、２か国とも新規進出もあるが、拠点の集約や事業撤退などが進んでい
る。２年連続回答企業に限定して比較すると、中国、米国ともに▲２％。
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中国、米国の状況

600万

300万

0

（台）

1

0

2
（兆円）

〈中国〉 〈米国〉
600万

300万

0

（台）

1

0

2
（兆円）

日系車輸出台数
日系車現地生産台数
部品輸出額（右軸）

〈米国〉〈中国〉

〈米国〉〈中国〉

8

4

0

（兆円）
350

175

0

（千人）
350

175

0

（千人）
8

4

0

（兆円）

出所：部工会　海外事業概況調査

出所：自工会、MarkLines、財務省 出所：自工会、MarkLines、財務省

出所：部工会　海外事業概況調査

出所：部工会　海外事業概況調査 出所：部工会　海外事業概況調査
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重点テーマ
　自動車部品産業は、2026年も大きな転換期にある。EV市場は一時的に落ち着きつつも、電動化の大き
な流れは揺らぐことは無く、その歩みはより複雑さを増し、企業に求められる対応も多様化している。一方、
SDVの本格普及に向けた競争は世界的に加速し、車両開発は、ハード中心からソフトウェアとサービスを軸
とした価値創出へと移りつつある。さらに、米国の関税政策をはじめとする地政学リスクが部材調達に影
響を及ぼし、サプライチェーンの不確実性は一段と高まっている。 こうした複雑化する事業環境のもと、部
工会は8つの重点テーマを掲げ、会員企業とともに課題解決とサプライチェーン全体の強靱化・競争力維持
に向けた取り組みを着実に進めている。

自工会との連携強化
　2024年7月に、自工会・部工会として初めての「正副会長懇談会」を実施し、2026年1月の第４回開催まで、
継続的に対話を重ねている。その間には、さらに新しい会議体として、マネージメントコミッティ・ステアリ
ングコミッティ・実務リーダーミーティングが設置され、重層的に課題解決を図る体制が構築された。
2026年１月には、自工会会長に佐藤氏が就任し、国際競争力と生産性向上を軸とする「新７つの課題」を掲
げられた。部工会としては、この重層的で緊密な連携体制を一段と強化し、我が国の自動車産業の持続的
な発展とサプライチェーンの全体の競争力強化に貢献していく。

重点テーマ、自工会との連携強化
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自工会・佐藤会長と部工会・茅本会長（26年１月）

自工会・部工会 正副会長懇談会参加者一同（26年１月）
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会員企業様

中小企業の関心が高いテーマ 自動車産業の未来のために重要なテーマ



購買業務関連ツールとして「価格転嫁業務手引書・Q&A」を追加
　サプライチェ―ン部会・適正取引WG・価格分科会で、適正取引のより一層の進展と自動車サプライチェ
ーンへの浸透を目的として、購買業務実務にて困った際に参照頂ける業務手引書を作成。適正取引のティア
深くへ浸透のため、発注者/受注者双方の視点で受発注業務上の留意点を纏めている。調達部門だけでは
なく、調達部門以外の購買機能を持つ部署への浸透を意図して作成。

■サプライチェーンへの浸透活動（自動車業界における適正取引の推進説明会）
　自動車産業が地域経済・雇用の中核となっている地域で、経済産業省、自動車メーカー、会員企業の協
力を得て、取引適正化に対する理解を深め、労務費を含む価格転嫁の取り組みが進むように、政府、自動
車関係企業・団体における取引適正化の取り組みを紹介する説明会を開催した。25年度は大阪地域（4月
16日）、関東地域（8月21日）、大宮地域（12月11日）にて実施。

取引適正化の取り組み
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購買実務で利用できるひな形やツールを用意

大阪セミナー資料① 大阪セミナー資料②

購買業務をフロー図で示し、ポイントや対応事例を記載

自主行動計画、徹底プランとの関連を説明

価格転嫁業務手引書・Q＆A
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大阪セミナー 大宮セミナー

■経産省、関係団体との連携（自工会、素形材団体）
　経済産業省や自工会・部工会が連携して、両会の会員企業へ取適法や自主行動計画・徹底プラン改訂
の浸透を目的とした共催セミナーを2025年11月及び2026年2月に開催した。政府による下請法から取適
法への改正を踏まえて、会員企業による適正取引の促進を要請した。自動車産業のサプライチェーン全体
でのパートナーシップを進化させ､日本のものづくりの競争力強化に貢献すべく、自動車産業に関わる素形材
団体等とも懇談会を開催し、連携強化を図った。

大宮セミナー資料①

2025年11月共催セミナー資料

2026年２月共催セミナー資料

大宮セミナー資料②



基準適正化（SSA：Smart Standard Activity）の取り組み

15

＜即断即決会の様子＞

　自工会と部工会は、2025年より両会の連携強化テーマの一つとして両会合同のワーキンググループを組
織しサプライチェーン全体の競争力強化を目的とした基準適正化活動（以下、SSA：Smart Standard 
Activity）に取組んでいる。

SSAとは
　曖昧な品質や過剰な要求事項などをエンドユーザー視点で根本から見直す取り組み。必要な基準を適切
に定義し直すことで、過剰な検査や不要な作業を削減し、競争力強化の原資創出を目指す。一方で、現基
準がエンドユーザーの期待値に満たない場合は、基準改善に真摯に取り組む。
　SSAの活動の対象は、例えば、外観品質、物流・荷姿、補給など、車両・部品・材料の領域を問わず、
幅広い分野が想定できる。業界全体の風土改革を伴う取り組みであり、現場の困りごとを発注者と受注者
が協力して解決し、持続可能な自動車産業の実現に貢献する。

活動実績：即断即決会の開催
　顧客の製品選択に影響を与えない範疇での基準の困り事（過剰な基準や曖昧な基準）に対し、カーメー
カー各社が一堂に会し、その場で現物を確認しながら提案基準の採否を決定することで困り事をスピーデ
ィーに解決する取組み。2025年には2回開催した。今後も対象品目や参加者を拡大しながら取り組みを
続ける。

活動実績：外観基準ガイドラインの作成
　このガイドラインは、自動車産業のサプライチェーン上のロスの低減や改善を促進し、日本の自動車産業
全体の競争力の維持と一層の強化に寄与することを目的として両会合同ワーキンググループで作成している。
ガイドラインは、自動車用部品の機能・性能に影響のない外観状態の一般的な要求仕様を示すものであり、
各自動車メーカーで設定する品質基準策定および製品製造の過程で生ずる現象の良否判断の一助として使
用するものである。なお、取引契約に準ずる要求品質基準は、これまで通り発
注者（各自動車メーカー、自動車部品メーカー等）の判断と責任により示され、
契約当事者間で取り決めされる。

外観基準ガイドライン
（会員専用サイト）

SSA推進宣言

活動実績：SSA推進宣言書の発行
　サプライチェーン全体へSSAの取組みを浸透させるため、自工会と部工会の
会員企業が発注者の立場でSSAの取組みを積極的に推進することを表明する宣
言書を作成している。受注者が安心して発注者へ基準適正化に関わる困りごと
の打ち上げや提案ができる風土を醸成する。



第10次環境自主行動計画
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　部工会では、従来から環境問題への対応を重点課題としてとらえ、地球にやさしい環境作りを推進する
ために1996年12月に環境自主行動計画を定め、会員企業と共にCO2削減をはじめとする地球温暖化防止
対策や自動車業界全体を通じたリサイクル推進体制の構築等に取り組んでいる。 こうした活動には終わりが
ないため、部工会では過去に何度も行動計画を見直し改訂してきた。今後も一歩先を見越した環境施策の
展開に努力していく。

2013年度比で46％以上の削減を目指す。
　　対象：国内事業場のエネルギー起源排出量（Scope1､2）
　　（国のエネルギー政策等の変更があった場合には見直す。）
　＜前提条件＞
　　◇第6次エネルギー基本計画では2030年電源構成が非化石59%程度に計画。
　　◇業界として最大限の削減努力を図るため、省エネ努力と再生可能エネルギー
　　　の積極活用を行う。

・最終処分量2.8万トン以下の維持にチャレンジする。 
  （2000年度比で80％削減に相当） 
・再資源化率90％以上にチャレンジする。 
  （再資源化率に有価発生物含む）

環境自主行動計画（会員専用サイト）

2030年度
CO2排出量

2030年度
産業廃棄物

◆数値目標：
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カーボンニュートラル（CN）に向けた取り組み
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CNアンケート調査結果
目標・AP調査結果
（会員専用サイト）

（２）これで実践Scope3活動事例集
　Scope3に着手する上での参考として、先進企業の活動事例集を新たに作成

（３）各種CN支援ツール（活動進め方集・事例集）
　会員企業やその仕入先が活用できる支援ツールを数多く作成

２．2025年度のCN活動
（１）CNアンケート調査、目標・アクションプラン（AP）調査
　会員企業の課題・困り事等を把握し、今後の活動に繋げるべく実態調査を実施

１．部工会CN方針

●これで実践CN活動リスト

●これで実践CN活動リスト【対仕入先】

●簡易見える化算出表

●設備別省エネ活動方法表

●新事業創出・事業転換事例集

●CN推進にあたっての基礎知識 など

政府の「2030年排出削減目標」「2035年グリーン成長戦略」「2050年カーボンニュートラル」の
達成に向け、自動車業界の一員として全力でチャレンジする

方針

これで実践CN活動リスト
（会員専用サイト）

これで実践CN活動リスト

これで実践Scope3活動事例集

CNアンケート調査結果 目標・アクションプラン（AP）調査結果

これで実践Scope3
活動事例集



サーキュラーエコノミー（CE）に向けた取り組み

　サーキュラーエコノミー部会では、会員企業のCE活動を加速させるべく、以下の方針・活動方向性で活
動推進。
今後 資源枯渇が予測される世界環境の中、 欧州を起点とするリサイクルインフラの強化や野心的な目標が
打ち出されている。国内市場でも、いち早くCEに対する量・質・コストで対応できるリサイクル材市場（協
調領域）創出を促す。
国内の自動車部品業界全体が欧州など全世界に輸出が出来る状態を確保しつつ、更なる成長を妨げない状
態と新たな競争力の創出（競争領域）が出来る状態を目指す。
　2025年度は、国内外の法規渉外活動による部品会社に無理の生じない為の訴えと、国内リサイクル市場
状況の把握、自動車で活用できるリサイクル材創出に向け、自工会と連携しながら政府への働きかけを推
進した。

1．活動実績（法規渉外活動）
改正資源有効利用促進法概要説明
　再生資源の利用義務を課す製品として自動車を含む4製品が指定され、生産量が一定規模以上の製造事
業者等に対し、当該製品における再生資源の利用に関する計画の提出及び定期報告を義務付ける措置が設
けられた。
　サーキュラーエコノミー部会は自工会のリサイクル廃棄部会と連携し、業界影響に関して意見書の提出を
進めた。

２．活動実績（環境省 自動車向け再生市場構築のための産官学コンソーシアム 参画）
　2024年11月20日 環境省より欧州ELV規則案が提案されている状況下において、自動車製造に対し、
再生プラスチックはほどんど供給されておらず、グローバルなサプライヤーチェーンを有
する企業への影響を懸念し、高品質な再生材の流通量を拡大する必要が有る為、再生
材市場の構築を目指し、産官学コンソーシアムを立上げて頂いた。
　部工会も参画会員に入り、現場目線での課題を3回の業界ヒアリングで打ち込み、
2025年3月17日に出されたアクションプラン検討に対して、意見具申を進めた。

３．活動実績（化学物質管理）
　サーキュラーエコノミーの化学物質管理に関して、製品環境部会と連携
し経済産業省化学物質管理課より、化審法の適用解釈を得た。

４．活動実績（啓蒙啓発活動）
　サーキュラーエコノミー部会の活動に関して、最新情報を部工会会員に伝える為、
25年10月10日に行われたサーキュラーエコノミー部会総会のディスカッション内容を公
開した。
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環境省
自動車向け再生プラスチック

市場構築のための
産官学コンソーシアム

プラスチック再生材の
取り扱いについて
（経済産業省HP）

不純物として含まれる
第一種特定化学物質

について

サーキュラーエコノミー部会セミナー
アーカイブ配信 

（26年5月31日までの配信）

資源有効利用促進法
（2025年5月28日国会可決）

政令
（2025年12月12日公布）

省令
（2026年4月1日施行）



化学物質規制への渉外活動（化学物質コンソーシアムの立ち上げと活動推進）
　昨今、欧州を中心に化学的根拠のない規制や極端に社会経済活動とのバランスを欠いた規制が次々に提
案されている。部工会はこれまで、規制当局への意見提出や直接のやりとりを通じた渉外活動を進めてき
たが、規制化のより早い段階から効果的な渉外を行うため、2024年度に「化学物質規制に関するコンソー
シアム」を立ち上げた。サプライチェーンの上流から下流の、車両に関わる業界団体および経済産業省が参
加し、残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約等への渉外を推進。25年2月には参加者が一堂
に会する第一回の化学物質コンソーシアムを開催。26年2月には、第ニ回の化学物質コンソーシアムを開
催した。
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環境に対する取り組み ～化学物質規制～



２．JMS2025における活動紹介
　中堅・中小企業15社（24年度から参加している5社、25年度から参加の10社）が、新事業の創出を目指
してJMS2025のStartup Future Factoryエリアにブース出展した。また、同15社はJMS出展企業同志
が交流するネットワーキングイベントにてリバースピッチを実施し、他社と共創したいことを積極的に打ち出
した。24年度から参加している5社はすでに協業検討を開始しているため、これまでの成果を披露するとと
もに、検討を進める中で新たに出てきたニーズに対する協業先探索を行い、25年度から参加の10社は、
OI研の寄り添い支援を受けながらOI活用してやりたいことや他社に求めるニーズを打ち出し、協業先探索を
行った。
　OI研にて寄り添い支援した企業は2年間で20社となり、それらの企業における協業開始確率は高い。多
くの企業が新たなビジネスを創出できるよう、今後はJMS以外にも出会いの場を提供していく。

１．はじめの一歩セミナー及びOI活用ガイドラインの紹介
　オープンイノベーション研究会（OI研）では、JMSを通して中堅・中小企業におけるOI活用への踏み出しを
寄り添い支援してきた。一方で、直接支援できる企業の数には限りがあるため、寄り添い支援での学びを
活かし、はじめの一歩セミナー及びガイドラインを準備し、広く会員企業へ展開した。

オープンイノベーション（OI）に向けた取り組み
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アーカイブ視聴＆資料ダウンロード ガイドラインV1.0資料ダウンロード
（会員専用サイト） （会員専用サイト）



車両LCA WGの活動内容
１．2025年度活動の背景
　経済産業省が構築を推進しているデータ連携基盤「ウラノス・エコシステム」は、クルマを対象としたカー
ボンフットプリント（CFP）の実証事業を実施している。実証事業では部品メーカー、OEMをはじめとした
サプライチェーンのデータ連携が不
可欠であり、部工会は日本の自動
車部品業界の代表として、制度・
標準化・運用ルールの整備に関す
る検討・実証に参画し、実証事業
の円滑な推進に協力している。
　2025年度は、実証事業の対象
を Tier2サプライヤ、素材産業に
まで拡大してサプライチェーンのデ
ータ連携を実施・検証した。

2．部工会会員向けに実証事業の説明会を開催（2025年７月）
　ウラノス・エコシステムの実証事業を円滑に推進するため、部工会会員企業向けに実証事業の説明会を
開催し、多数のサプライヤに参加頂いた。2025年度の実証事業の目的、2024年度との相違点など説明した。
また、実証事業において参加企業のトレード
シークレットが担保されており、安心してデー
タ入力できる環境を構築している点を説明し
た。説明会後のアンケートにて、実証事業の
目的や実施することが分かり有益だったと８割
の参加者から評価を得た。

3．自工会と協力して実証事業を推進
　自工会と協力して実証事業参画の働きかけを行い、多数の OEM、サプライヤ（Tier1サプライヤ26社、
Tier2サプライヤ９社）に加えて、素材業界（金属、化学）からも参加して頂いた。本取り組みにより、ウラノス・
エコシステムが重視するサプライチェーン全体でのデータ連携の実現に向け、業界を横断した実証事業を実
施することができた。

デジタルの取り組み
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経済産業省「自動車・蓄電池のカーボンフットプリントおよびデューデリジェンスのデータ連携プロジェクト」
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SDV（Software Defined Vehicle）、サイバーセキュリティ対策

1．SDV（Software Defined Vehicle）
　SDV研究会は、2025年4月にITS部会からの組織改編を経て設立された研究会であり、自動車業界に
おけるSDV（Software Defined Vehicle）化の進展が自動車部品分野に与える影響に着目して活動してい
る。車両価値の源泉がハードウェアからソフトウェアへと移行する中、部品企業に求められる役割や競争軸
の変化を俯瞰的に捉えることを目的としている。
　この活動の一環として、2026年3月には「加速するSDV  次世代モビリティの設計・生産、自動車部品
業界への影響 ―CES2026から見る最新動向―」と題したセミナーを開催し、電動モビリティシステム専
門職大学准教授であり、ジャーナリスト・ストラテジストとしても活躍する川端由美氏を講師に迎え、
CES2026の最新事例をもとにSDV技術の進展と産業的インパクトについて解説いただいた。
　セミナー後のアンケートでは、「世界視点で整理され理解が深まった」「海外勢、特に中国との差や日本
のサプライヤーが直面する危機を再認識した」といった声が多く寄せられ、「Tier1の役割変化を実感した」
「自社の立ち位置を世界視点で捉え直す必要を感じた」など、参加者の問題意識の高まりがうかがえた。
　SDV研究会では、今後もこうした声を踏まえ、SDV時代における自動車部品産業のあり方について、実
践的かつ多角的な議論と情報発信を継続していく予定である。

２．サイバーセキュリティ対策
　自工会と部工会は、自動車産業全体におけるサイバーセキュリティ対
策の効率的な点検とレベル向上を目的として、「自工会／部工会サプラ
イチェーンサイバーセキュリティガイドライン」を2020年3月に策定し、
2025年9月には改訂版（V2.3）と解説書、チェックシートを公開した。
　チェックシートによる自己評価を自動車産業全体で定期的に実施する
ことで、業界全体のセキュリティ水準の底上げを図っている。
　さらに、経営者向け説明会の開催や相談チャットボットの新設といっ
た支援活動の強化に加え、自動車関連団体やIPAなど他組織との連携
を進めた結果、参加企業は約4,040社へと大幅に増加し、取り組みの
裾野を着実に広げることができている。あわせて、取り組みレベルや
達成状況にも向上が見られている。

　また、サイバーセキュリティ部会では、経産省や
IPAと連携した実証事業への参画や、中小企業を含
む幅広い企業を対象としたセキュリティ情報の共有・
対策推進を目的としたWebセミナーを実施した。
　今後も経産省、IPA、関連メーカーなどと連携し、
中小企業に寄り添った支援活動を継続して進めていく。

サイバーセキュリティ
ガイドライン 最新情報
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基準認証及び人材育成の取り組み

新興国の基準認証・インド部品認証への対応
　インド分科会の活動としてインドミッションを実施し、ARAI、ACMA、ICATを訪問した。認証関係では、
ミラーのIS規格化に伴うBIS認証対象追加の検討状況についての情報提供に加え、UNRの最新改訂版に基
づくAIS認証運用について議論した。法規関係では、インドNCAPの第二次改訂として2027年10月に衝突
予防・交通弱者保護及び衝突後安全評価が追加、2031年を目途に第三次・第四次改訂としてシミュレー
ション試験の導入を予定しているとの情報を入手し
た。また今後新しく設立・更新する予定である試
験場について最新動向を共有した。
　UNRによるAIS認証運用のベースとなる法規や
認証動向について現地機関と面着形式で議論でき
たことで、相互の課題を明らかにするとともに解決
に向けた相互の取組みを確認し合えた。本ミッシ
ョンで得た知見と関係性を、今後の認証対応と動
向把握に活かしていく。

大変革の中の取り組み「第四期モビリティ将来技術研究会」
　2025年7月、26社からの受講者を迎えて開講した「第四期モビリティ将来技術研究会」は、第一～第三
期の卒業生有志による幹事会が中心となり、古野技術顧問と共に「外部環境認識」「モビリティ業界動向」「先
端テクノロジー」など、五つのテーマを軸に全13講演を企画した。第四期は特に「現地現物」を重視し、
2025年度の9プログラムのうち5回を外部施設での開催とし、講演と見学会を組み合わせて実施した。こ
れまで同様、一流の講師陣を迎え、講演会および質疑応答は毎回、活発で充実したものとなった。
　また、幹事会主導のワークショップを併催し、第三期生が作成した「未来年表」を共通アウトプットの一部
として活用しながら、企画書作成に取り組んでいる。2026年3月には、K-BRIC＆Associatesの藤田研一
様をお招きし、中間報告会を開催した。
　次年度は残る4プログラムの実施後、有志によるワーキンググループを立ち上げ、第四期の活動まとめ、
第五期の企画提案、これまでの成果の取りまとめに着手する予定である。

第8回 JAXA筑波宇宙センター訪問

第四期プログラム

活動経過
第一期　2018年10月～2020年10月
第二期　2021年7月～2022年6月
第三期　2023年7月～2024年5月
第四期　2025年7月～2026年7月（予定）



レジリエンスへの対応
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　保護主義的な政策の広がりや産業・技術基盤を巡る競争の激化により、国家間の対立が深刻化し、経
済的威圧政策のサプライチェーンへの影響が新たな脅威となっている。
　こうした状況下、24年度にRS部会を立ち上げ、会員企業のレジリエンス強化に向けた支援を行ってきたが、
25年度は、①支援ツールの浸透及び改善 ②特定国依存脱却支援 ③政府の産業政策の理解、業界課題とし
ての打ち上げの３点を中心とした取り組みを推進。

＜RS部会主催ワークショップ＞ ＜ホームページでの情報共有＞

←特定国依存及び輸出規制材料まとめ表
　（会員専用サイト）

・中国輸出管理法等 各国の規制に関する情報を知識集へ追加し、解説動画を更新。 
・セミナー開催時やメルマガ等を通じた知識集活用の促進。

・各国の輸出規制情報と「特定国依存材料まとめ表」を都度更新し、会員企業へ共有。 
・政府・OEMからの重要鉱物に関する調査依頼内容（フォーマット）の整理。 
・重要鉱物の緊急性、重要性の高まりを受け、部工会内で対応組織、進め方等を協議。

・経済安全保障に関するセミナー及びワークショップの開催。 
　1）全会員向けセミナー： 
　　⑴キャッチオール規制（25年10月改定）
　　⑵外為法に基づく技術管理強化のための官民対話スキーム（永久磁石の追加
　　　 に関する説明会）
　　⑶安全保障貿易管理
　　⑷米中輸出規制の強化を受けた課題と対応について
　2）ワークショップ：
　「経済安全保障に向けた自社の取り組み」をテーマとした講演後、チーム毎に経
　済安全保障に関する課題・困り事を議論、結果を参加者全員で共有し、当事者
　意識向上に繋げた。
・経産省公表「経済安全保障経営ガイドライン」のパブコメに対する意見書を提出、
　アウトリーチ活動の一環として、経産省によるセミナー・解説を開催。
・重要鉱物に関する政府からの説明会を実施。

①支援ツールの浸透・改善

テーマ 取り組み

②特定国依存脱却支援

③政府の産業政策の理解
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情報提供
・米国関税に関し、米国政府及び現地関連団体が発信する情報をリアルタイムで提供（原文と翻訳文）。
・EPA活用推進のため、自工会と共同で「原産性調査に関するガイドライン」を改定し、解説動画と合わせ
　てHPへ掲載。また「EPA関税の戦略的活用」セミナーを開催。

国際連携の強化
　ブラジル部工会（Sindipeças）、メキシコ部工会（INA）とのトップ交流、タイ部工会（TAPMA）との意見交
換、G7（７か国・地域部工会事務局会合）での関係構築など、会員が進出する国・地域との連携強化を推進。

Sindipeçasとの交流
　2025年10月にSindipeçasが来日。両工業会のトップによる交流、日本の２次３次部品メーカーに
向けたセミナー、1次部品メーカーとの意見交換の３つのイベントを開催。セミナーでは、ブラジルトヨ
タからのメッセージ、Sindipeçasの日本の部品メーカーに対する期待について解説、今後の交流・取
り組みの方向性について議論した。

G７（７か国※）部工会事務局会合
　世界をリードする自動車生産国・地域の部工会事務局トップが一堂に会し、関係構築と情報共有を
行う場として2017年から開催。COVID19による中断後2024年に再開し、2025年はメキシコで開催。
主に USMCA改定の動向について意見交換を行った。部工会からは日本にとってのUSMCA、自由貿
易の重要性を改めて説明し、当事者の3団体に対し、政府との折衝・現地情報の共有を要請した。

＜トップ交流＞ ＜2次・3次部品メーカー向けセミナー＞

米国関税関係（会員専用ページ） EPA活用推進

※7か国：米国、カナダ、メキシコ、欧州、インド、　ブラジル、日本
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日本自動車部品工業会について 委員会組織

【概　要】
名　　称：一般社団法人日本自動車部品工業会（略称：部工会）
英文名称：Japan Auto Parts Industries Association
　　　　 （英文略称：JAPIA）
所 在 地：〒108-0074 東京都港区高輪1-16-15　
　　　　 自動車部品会館５階
U  R  L：https://www.japia.or.jp
目　　的：本会は、自動車部品に関する諸課題に取り組み、我が
　　　　　国自動車部品工業の発展を図り、もって我が国経済
　　　　  の発展と国民生活の向上に寄与することを目的とする。

【事　業】
自動車部品産業の理解促進に関する活動
基準・規格の標準化活動、安全技術及び環境保全に関する活動
知的財産権保護、貿易及び国際的ビジネスに関する活動
経営環境、安全衛生、技能振興及び労使関係に関する活動
など

【沿　革】
昭和13（1938）年７月1日／全国自動車部分品工業組合連合会
昭和23（1948）年5月1日／自動車部品工業会
昭和44（1969）年８月23日／社団法人日本自動車部品工業会
平成23（2011）年12月1日／一般社団法人日本自動車部品工業会

【会　員】
正 会 員　①自動車部品（ソフトウエア等重要な構成要素を
　　　　　 含む）の開発、製造又は加工を営む法人
  　　　  ②その他自動車部品の製造及び自動車部品産業
　　　　　　に密接に関連する事業を営む法人
賛助会員　本会の活動に賛同する法人
特別会員　①学識経験者
　　　　　②自動車産業政策を推進する地方公共機関等

【会員数】令和８（2026）年5月1日現在

安全・調査研究WG

PR・浸透WG

税制対応WG

外国人材WG

安全衛生WG（休止中）

人財・労務WG（休止中）

中小企業施策委員会

二輪車部品委員会

補修部品用品委員会

国際委員会

総務委員会

総合技術委員会

DX対応委員会

政策委員会

運営幹事会

理事会

幹事会

幹事会

幹事会

東日本支部
中日本支部
西日本支部
合　　　計

262
89
87
438

7名 27機関

9
2
4
15

271
91
91
453

特別会員

部工会HP

正会員

地方公共機関等学識経験者

合　計賛助会員

幹事会

生産環境部会

製品環境総括部会

CE部会

LCA分科会

新CN部会（仮）

東日本支部

中日本支部

西日本支部

グローバルビジネス支援部会

知的財産権部会

経済安全保障推進部会

コーポレート部会

適正取引WG

物流WG

半導体WG

品質適正化WG

サプライチェーン部会

専門技術部会

SDV影響研究会

オープンイノベーション研究会

モビリティ将来技術研究会

DE部会

サイバーセキュリティ部会

製造DX部会

データ連携部会

環境対応委員会



27

各委員会の概要

■総務委員会
自動車部品業界が直面する課題について調査・研究を行い、
自動車産業関連の各種関係団体との意見交換や共同活動を
行っています。
主なテーマ：会員企業の経営基盤の強化、取適法や取引適正
化に関する各種ガイドラインの周知、税制改正要望、物流強
靭化への対応、働き方改革への対応等

■国際委員会
日本の自動車産業のグローバル化に伴う課題は年々複雑化
しています。単独の部品メーカーでは対応が難しい課題につ
いて、国内外の関係機関との調整や解決に取り組んでいます。
主なテーマ：国際連携の強化（各国・地域の部品関連団体）、
会員の海外事業やレジリエンス力強化の支援、知財人材の育
成、模倣品対策活動

■総合技術委員会
環境問題やDX化、自動車部品の国際規格作り等の対応を中
心として、政府や自動車関連の各種関係団体との調整や意見
交換を行っています。
主なテーマ：CO2排出削減に関する調査・環境自主行動計画
策定、JAPIAシートの運用、各種化学物質に関する調査・研
究、CAD技術の普及・標準化、EDIの普及・改善活動、基準認
証制度への対応、サイバーセキュリティレベル向上への取り
組み等

■中小企業施策委員会
中小企業特有の課題（事業承継等）や部工会重点テーマ（取
引適正化、物流問題対応等）に関する困り事を各支部と連携
して広く・深く把握し、担当部門と協力して解決に向けた対応
に繋げています。

■二輪車部品委員会
二輪車業界が抱える独自の各種課題について二輪車メーカ
ーを交えて、意見交換・研究を行います。経産省、自工会など
業界団体、地方公共団体と「バイク・ラブ・フォーラム（BLF）」
を開催し、国内二輪車市場の活性化を目指します。

■補修部品用品委員会
補修部品や用品の日本国内および新興国等における市場動
向に関する調査・研究を行います。

■支部活動
東日本支部、中日本支部、西日本支部の３支部体制をとって
おり、その地区の会員ニーズに合わせた支部独自の活動を活
発に行っています。

入会のご案内

部工会には、約450社の会員企業が参加しています。メーカ
ーや商社など、あらゆる分野で自動車部品に深く関わる方々
です。部工会はこうした方々と共に部品業界に課せられた課
題を解決するための活動を行っています。部工会では、自動
車部品に関わる事業を展開されている方に広く門戸を広げ
ています。この機会に入会を検討いただければ幸いです。

　　　

■各種統計調査・レポート等
業界の状況を把握するため、会員企業を
対象に各種の調査を行っています。これ
らのデータは会員企業に配布するほか、
関係機関等あらゆる方面で活用されてい
ます。
その他に、会員限定の各種ガイドブック
やハンドブック、調査レポート等を配布し
て、会員の企業活動をサポートしています。

■講演会・セミナー
自動車部品産業に大きく
関わるSDVやカーボンニ
ュートラルへの対応、サイ
バーセキュリティ対策な
ど、タイムリーなテーマで
講演会、セミナーを開催
しています。

■共同出展
中小会員企業による共
同出展なども実施して
います。

ジャパンモビリティ―ショー
共同出展（2025年）

セミナー写真

機関誌
「JAPIA NEWS」

■業界活動に参加することのメリット
①最新業界情報の入手・情報共有ができること
②同業他社とのつながりが持てること

入会に関する
ご案内

「入会案内」をクリック

セミナー開催実績は
こちらから



会員一覧 （2026年5月1日現在）
正会員（438社）

株式会社アーケム
アート金属工業株式会社
株式会社アーレスティ
株式会社アイエーシーインターナショナル
アイコクアルファ株式会社
愛三工業株式会社
株式会社アイシン
アイシン高丘株式会社
愛知皮革工業株式会社
IPF株式会社
株式会社青木製作所
株式会社青山製作所
株式会社アクア
曙ブレーキ工業株式会社
株式会社浅川製作所
株式会社浅野歯車工作所
旭鉄工株式会社
朝日電装株式会社
芦森工業株式会社
アスエネ株式会社
株式会社アスクテクニカ
株式会社アステア
Astemo株式会社
Astemo阪神株式会社
アディエント合同会社
株式会社アドヴィックス
株式会社アパックス
株式会社アマダプレスシステム
株式会社荒井製作所
アルプスアルパイン株式会社
淡路パッキン株式会社
イーグル工業株式会社
株式会社飯塚製作所
株式会社五十嵐電機製作所
イクヨオートモーティブ株式会社
石川ガスケット株式会社
株式会社一井
市光工業株式会社
一志株式会社
伊藤金属工業株式会社
株式会社イノアックコーポレーション
株式会社今仙電機製作所
株式会社入江産業
イリソ電子工業株式会社
イワタボルト株式会社
株式会社ヴァレオジャパン
株式会社ウィルオブ・ワーク
臼井国際産業株式会社
株式会社内田スプリング製作所
内山工業株式会社
エイケン工業株式会社
エイヴィエルジャパン株式会社
株式会社エクセディ
江崎工業株式会社
エス・オー・シー株式会社
SGSジャパン株式会社
株式会社エスワイエス
ＨＫＴ株式会社
NOK株式会社
NTN株式会社
株式会社エヌビーシー
株式会社Nbase
株式会社エフ・シー・シー
株式会社FTS
エフティテクノ株式会社
株式会社エフテック
株式会社エマナック

エムケーカシヤマ株式会社
エルリングクリンガー・マルサン株式会社
エンケイ株式会社
オイレス工業株式会社
大阪フレキシブル工業株式会社
株式会社オーツカ(東日本支部)
株式会社オーツカ(中日本支部)
大塚工機株式会社
オートスプライス株式会社
株式会社オートネットワーク技術研究所
オートリブ株式会社
大野ゴム工業株式会社
株式会社オーハシテクニカ
大橋鉄工株式会社
株式会社オープンアップネクストエンジニア
株式会社大森
岡本硝子株式会社
沖エンジニアリング株式会社
荻野工業株式会社
株式会社オティックス
株式会社折橋製作所
尾張精機株式会社
株式会社カーメイト
河西工業株式会社
カヤバ株式会社
川﨑工業株式会社
川崎自動車工業株式会社
株式会社神菱
株式会社キーケルトジャパン
キーパー株式会社
株式会社キーレックス
株式会社キグチテクニクス
岸田精密工業株式会社
鬼怒川ゴム工業株式会社
株式会社キャットアイ
協栄プリント技研株式会社
株式会社共立精機
協和工業株式会社
協和合金株式会社
共和産業株式会社
共和レザー株式会社
株式会社キリウ
クアルコムジャパン合同会社
クシロブレーキ株式会社
株式会社クゼー
国本工業株式会社　
クノールブレムゼ商用車システムジャパン株式会社
クミ化成株式会社
倉敷化工株式会社
クラリオンライフサイクルソリューションズ株式会社
クリサンセマム株式会社
株式会社啓愛社
京浜精密工業株式会社
ケーブル工業株式会社
株式会社小糸製作所
株式会社神戸製作所
湖北工業株式会社
国産部品工業株式会社
国分プレス工業株式会社
株式会社五光製作所
株式会社コシダテック
小島プレス工業株式会社
寿屋フロンテ株式会社
株式会社小林製作所
コンビ株式会社
埼玉機器株式会社
サカエ理研工業株式会社

株式会社佐賀鉄工所
櫻金属工業株式会社
澤久工業株式会社
澤藤電機株式会社
三遠機材株式会社
三桜工業株式会社
三恵技研工業株式会社
株式会社サンケイマニュファテック
株式会社三五
三幸電機株式会社
株式会社サンコー
三洲電線株式会社
サンスター技研株式会社
サンデン株式会社
三洋貿易株式会社
サンライズ工業株式会社
三和工業株式会社
三輪精機株式会社
三和ニードルベアリング株式会社
三和パッキング工業株式会社
株式会社ジーエスエレテック
GMB株式会社
株式会社ジーテクト
シールドエアージャパン合同会社
株式会社ジェイテクト
株式会社JVCケンウッド
ジェコー株式会社
シグマ株式会社
しげる工業株式会社
四国電線株式会社
芝実工業株式会社
島野精機株式会社
ジヤトコ株式会社
Joyson Safety Systems Japan合同会社
株式会社城南製作所
昭和金属工業株式会社
株式会社シンク・リード
新興工業株式会社
株式会社新生製作所
株式会社シンダイ
新電元工業株式会社
神明電機株式会社
親和パッケージ株式会社
株式会社杉浦製作所
鈴与株式会社
スタッフ株式会社
スタンレー電気株式会社
株式会社Spectee
住友電気工業株式会社
住友電装株式会社
住友理工株式会社
制研化学工業株式会社
精興工業株式会社
株式会社セキソー
ゼット・エフ・ジャパン株式会社
ゼット・エフ・CV ソリューションズ・ジャパン株式会社
ゼット・エフ・パッシブ・セーフティ・システムズ・ジャパン株式会社
セメダイン株式会社
セルスター工業株式会社
株式会社ゼロボード
千住金属工業株式会社
セントラル自動車工業株式会社
双信電機株式会社
ソーワ工業株式会社
ソニーセミコンダクタソリューションズ株式会社
株式会社ソミック石川
SOLIZE PARTNERS株式会社

SOLIZE Ureka Technology株式会社
株式会社タイガーサッシュ製作所
ダイキョーニシカワ株式会社
大自工業株式会社
株式会社ダイセル
大同工業株式会社
大東プレス工業株式会社
大同メタル工業株式会社
ダイナガ株式会社
太平洋工業株式会社
太平洋精工株式会社
大豊工業株式会社
太洋機工株式会社
大洋ナット工業株式会社
大和産業株式会社
株式会社高木製作所
髙田工業株式会社
タカラ株式会社
竹内工業株式会社
株式会社タチエス
知多鋼業株式会社
中央可鍛工業株式会社
中央精機株式会社
中央発條株式会社
中庸スプリング株式会社
千代田工業株式会社
株式会社千代田製作所
株式会社槌屋
テイ・エス テック株式会社
株式会社ディーアクト
TE Connectivity Japan合同会社
THKリズム株式会社
TPR株式会社
株式会社ＴＢＫ
株式会社ティラド
テネコジャパン株式会社
天昇電気工業株式会社
株式会社デンソー
株式会社デンソーエレクトロニクス
株式会社デンソー三共
株式会社デンソーテン
東亜工業株式会社
東海電装株式会社
株式会社東海理化
株式会社東海理機
東京ガスケット工業株式会社
東京ラヂエーター製造株式会社
有限会社東京濾過工業所
東京濾器株式会社
株式会社東計電算
株式会社東郷製作所
株式会社東芝
東洋エレメント工業株式会社
株式会社東洋金属工業所
東陽工業株式会社
東洋電装株式会社
東洋ファスナー株式会社
トピー工業株式会社
豊田合成株式会社
株式会社豊田自動織機
豊田鉄工株式会社
トヨタ紡織株式会社
トライス株式会社
ドラィブジャパン株式会社
株式会社トランストロン
鳥居工業株式会社
中川特殊鋼株式会社
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賛助会員（15社）

◆地方公共機関・団体等（27機関） ◆学識経験者（7名）

長瀬産業株式会社
ナジコ・スパイサー株式会社
ナブテスコオートモーティブ株式会社
ナミテイ株式会社
西岡可鍛工業株式会社
西川ゴム工業株式会社
日亜化学工業株式会社
ニチアス株式会社
株式会社ニチリン
NICHIRO株式会社
株式会社ニッキ
日興電機工業株式会社
株式会社ニッコー
株式会社日産ポンプ製作所
日新工業株式会社
日清紡ブレーキ株式会社
株式会社NITTAN
日東工業株式会社
日東電工株式会社
日発精密工業株式会社
ニッパツフレックス株式会社
日本ガスケット株式会社
日本化薬株式会社
日本精機株式会社(東日本支部)
日本精工株式会社
日本電気株式会社
日本特殊陶業株式会社
日本発条株式会社
株式会社ニフコ
日本ウッドブリッジ株式会社
株式会社日本クライメイトシステムズ
日本航空電子工業株式会社
日本サーモスタット株式会社
日本精機株式会社(西日本支部)
日本特殊塗料株式会社
日本バイリーン株式会社
日本パッキング工業株式会社
日本パレットレンタル株式会社
株式会社日本ヴューテック
日本プラスト株式会社
日本フレックス工業株式会社
日本リークレス工業株式会社
ニューウェルブランズ・ジャパン合同会社

ミドリオートレザー株式会社
ミネベア アクセスソリューションズ株式会社
三乗工業株式会社
ミヤコ自動車工業株式会社
ミヤマ電器株式会社
宮本警報器株式会社
武蔵オイルシール工業株式会社
武蔵プレス工業株式会社
株式会社村上開明堂
株式会社ムロコーポレーション
株式会社メイジフローシステム
株式会社明電舎
株式会社メイドー
盟和産業株式会社
メルコモビリティーソリューションズ株式会社
森六株式会社
株式会社モルテン
矢崎総業株式会社
矢島工業株式会社
山口電機工業株式会社
やまと興業株式会社
ヤマハ株式会社
ヤンマーホールディングス株式会社
株式会社ユーシン
ユーロフィンＦＱＬ株式会社
株式会社ユタカ技研
株式会社ユニバンス
ユニプレス株式会社
株式会社ヨシカワ
株式会社ヨロズ
株式会社リード
リケンＮＰＲ株式会社
リョービ株式会社
レカロ株式会社
レクトラ・ジャパン株式会社
株式会社Resilire
株式会社レゾナック
株式会社ROKI
株式会社ワイテック
株式会社ワイピーシステム
和興フィルタテクノロジー株式会社

オーウエル株式会社
シェフラージャパン株式会社
株式会社ジャスティ
滲透工業株式会社

三菱ロジスネクスト株式会社
株式会社安川電機
横浜ゴム株式会社

北海道
岩手県
福島県 
群馬県 
岡山県  
熊本県  
公益財団法人埼玉県産業振興公社  
公益財団法人栃木県産業振興センター  
公益財団法人大田区産業振興協会  
公益財団法人神奈川県産業振興センター  
公益財団法人やまなし産業支援機構  
公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構
公益財団法人岐阜県産業振興センター
公益財団法人岡山県産業振興財団

草鹿　　仁／早稲田大学創造理工学部総合機械工学科教授
小林　英夫／早稲田大学自動車・部品産業研究所常勤顧問
大聖　泰弘／早稲田大学（次世代自動車研究機構所属）名誉教授
西岡　　正／立命館大学 経営学部教授
馬場　敏幸／法政大学経済学部教授
中嶋　聖雄／早稲田大学自動車・部品産業研究所教授
髙橋　武秀

特別会員

株式会社ニューエラー
株式会社ヌカベ
株式会社パーマンコーポレーション
パイオニア株式会社
株式会社パイオラックス
ハイリマレリジャパン株式会社
株式会社ハイレックスアクト
株式会社ハイレックスコーポレーション
パシフィック工業株式会社
株式会社パトライト
パナソニック オートモーティブシステムズ株式会社
浜名湖電装株式会社
株式会社バルカー
ピーコック濾器工業株式会社
光精工株式会社
ビューローベリタスジャパン株式会社
ヒルタ工業株式会社
ファインツール・ジャパン株式会社
株式会社ファルテック
Booost株式会社
株式会社フォーイン
株式会社深井製作所
福寿工業株式会社
武甲産業株式会社
フジオーゼックス株式会社
富士機械株式会社
株式会社フジクラ
藤倉コンポジット株式会社
富士ゴム工業株式会社
富士精工株式会社
富士通株式会社
藤壺技研工業株式会社
富士電機株式会社
富士部品工業株式会社
冨士ブレーキ工業株式会社
株式会社フセラシ
双葉工業株式会社
フタバ産業株式会社
双葉産業株式会社
フドー株式会社
古川精鋲株式会社
古河電気工業株式会社
プレス工業株式会社

株式会社プロジェクトミュー
株式会社プロテリアル
株式会社ペンストン
宝栄工業株式会社
豊盛工業株式会社
宝和工業株式会社
株式会社HOWA
ホシデン株式会社
ボッシュ株式会社
株式会社堀場製作所
株式会社ボンフォーム
マーレジャパン株式会社
株式会社ＭＡＥＮＩ
マクセル株式会社
マグナ・インターナショナル・ジャパン株式会社
マザーサンヤチヨ・オートモーティブシステムズ株式会社
株式会社松井製作所
株式会社松田電機工業所
松本興産株式会社
マブチモーター株式会社
マフテック株式会社
マルイ工業株式会社
丸子警報器株式会社
丸五ゴム工業株式会社
マルヤス工業株式会社
マレリ株式会社
マロミ産業株式会社
万能工業株式会社
株式会社ミクニ
美里工業株式会社
水島機工株式会社
三井屋工業株式会社
ミック電子工業株式会社
株式会社ミツバ
三菱重工サーマルシステムズ株式会社
三菱製鋼株式会社
三菱倉庫株式会社
三菱電機株式会社
三菱電機モビリティ株式会社
三菱電線工業株式会社
三菱マテリアル株式会社
三矢精工株式会社
株式会社ミトヨ

DMG森精機株式会社
デーナ・ジャパン株式会社
豊田通商株式会社
ニッパン（日発販売株式会社）

日本アイ・ティ・エフ株式会社
日本イートン合同会社
株式会社日立ハイテクネクサス
フォルシア・ジャパン株式会社

公益財団法人ひろしま産業振興機構
公益財団法人福岡県中小企業振興センター
一般財団法人日本自動車研究所
一般社団法人3Dデータを活用する会3D-GAN
一般社団法人首都圏産業活性化協会（TAMA協会）
一般社団法人中部産業連盟
独立行政法人中小企業基盤整備機構
みやぎ自動車産業振興協議会
埼玉県産業技術総合センター
パーツネット北九州
大分県自動車関連企業会
学校法人佐藤栄学園埼玉自動車大学校
ミシガン州経済開発公社日本事務所
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